立教大学経済学部公開シンポジウム「高まりつつある危機-経済と日常生活-」 by 小林 純 et al.
小林でございます｡ 主催者ということになっております｡ 初めこれを企画する時に経済学部
と法学部と乗り合ってやろうではないかという話が経済学部のほうにありました｡ そのように
運ぼうといたしましたら, 法学部から ｢我々の教授会はいわば弁護士の集団である｡ 教授会の
議を経ないとそんなことはできない｣ と, ごもっともなご返答をいただきまして, ならば経済
学部主催で, となりました｡
なぜそんなことを言うかと申しますと, 本日問題になる ｢危機｣ という言葉ですが, 私たち
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あまりお金がないので, 少しはすり寄らなければならないでしょう｡ したがいまして, 経済学
部, 法学部, あるいは理学部などが協力して, わが立教大学もそういうところから研究資金を
少しでも獲得しようと準備しなければいけません｡
そのためにも, 法学部や経済学部など, 大学の中では若干縦割りになっているさまざまな複












銀行は預貸業務 (預金を集めて貸し出す業務) を中心にしている｡ それを中央銀行の   
(連邦準備制度理事会) が監督するというのが基本的な銀行の姿だったが,   年代に入ってか
らは   デリバティブすなわち店頭取引のデリバティブ取引が銀行の収益源として急激に比
重を増してきた｡ 一方, 証券会社, 投資銀行は決済機能を持っていないノンバンクであり,    (証券取引等監視委員会) が監督している｡
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第１報告要旨：グローバル金融システムに潜むリスク
金子 勝 (慶應義塾大学経済学部教授)
このように仕切りがあった世界が, 金融自由化で変わってくる｡ 特別目的会社 (   ) の中
の一つであり資産運用目的で設立された投資ビークル (   ) が, 銀行の傘下にありながら実
は連結の対象外になって証券取引をするようになる｡ あるいはヘッジファンドなどファンドも,
投資銀行の連結の対象外で, 同じように証券取引をする｡ このような部分が ｢影の銀行システ
ム｣ と呼ばれるものであり, 銀行や証券会社の背後で肥大化してきた｡
いま問題になっている住宅ローンに即して, そのシステムを見てみよう｡ 投資ビークルやフ
ァンドは, 資産担保コマーシャルペーパー (    ) という短期の債券を発行して資金を調達
する｡ そして住宅ローン担保証券をいろいろ組み合わせた長期の証券である債務担保証券
(   ) を購入する｡ 短期で金利の低い債券で資金を調達して, 長期の証券で運用するので,
長短の金利差で利益を上げることができる｡ ここには, 自己資本比率規制などがないし,    
や   の監督も及んでいない｡ この肥大化した ｢影の銀行システム｣ という仕組みがいま壊
れかけているのである｡
｢証券化やデリバティブ｣ による ｢市場型間接金融｣, ｢貯蓄から投資へ｣, あるいは ｢金融立
国｣ といった日本で言われているスローガンは, まさにこのようなアメリカ型の ｢影の銀行シ
ステム｣ を目指して言われていた｡ この部分の特色は以下の点にある｡ ①連結対象外である｡










らす｡ 損失が確定できないまま, 実体経済が悪化すると, 隠れたところで損失が膨らんでいく






なぜ, そうなったのか｡ サブプライム・ローンのようなケースは, 銀行がローン会社に融資
をし, そのお金を無担保, 高利で低所得者に貸し付ける｡ ここでまず一回銀行から切れる｡ ロ
高まりつつある危機―経済と日常生活―    
ーン会社もそれを証券化して売り飛ばして, また銀行は貸し倒れリスクからますます離れるこ






















にあるのだが, ここでは簡単に触れるにとどめておきたい｡    年の     (ロング・ターム・キャピタル・マネージメント) がロシアのデフォルト
危機をきっかけに事実上破綻した｡ 続いて    年末の  バブルの崩壊,     年の９・  によ
る株価暴落,     年のイラク戦争などが起きた｡ こうした事件を契機として金融市場が危機に
なるたびに, 各国の金融当局が協調して金融緩和をする形で, マネーサプライ (通貨供給量)
を増やして危機を回避するという方法をとるようになった｡ 実はスーザン・ストレンジ, キン
ドルバーガーなど伝統的に  年代に金融危機を予言した人たちは, 国際協調による金融緩和と
いう解決策しか提起していなかった｡ しかし, それを何度も繰り返していった結果, さらに世
界中に投機マネーがあふれるようになっている｡ その結果, 膨張したマネーの受け皿として新
たな金融商品が作られるようになる｡ 店頭デリバティブつまり取引所を介さないデリバティブ
商品の取引残高が,    , 国際決済銀行の統計で見ると膨大に膨らんできており, 現在   兆








スキー理論だろう｡ それはケインズの独特な解釈に基づいている｡ ケインズはＣ (消費) をＧ
(政府) の支出や何かでコントロールしていくというのがスタンダードな理解であるが, ハイ



























持っている財務省証券 (米国債) と交換する仕組みである｡ 主流経済学のいうモラルハザード
以外の何ものでもない｡ その結果, 通貨の番人としての   が持っている国債が減り, 中央
銀行のバランスシートが急速に悪化しているのである｡
さきほどのミンスキーサイクルの中でも, 今回の危機は深刻である｡ 実体経済のバブルの崩
壊と金融信用バブルの崩壊が, これまでの２度の  年サイクルではずれていた｡ ところが,    年のサブプライム危機は, 実体経済の崩壊とクレジットバブルの崩壊が重なっている｡ ま
さに信用収縮と景気悪化の悪循環という, 日本で起きたのと同じパターンが起きる可能性があ
る｡
金融機関の損失が拡大して信用の収縮 (クレジットクランチ) が起きるので, さらに消費も
設備投資も抑えられて景気が悪化する｡ 住宅価格が低下しデフォルトが増え, モノラインが傷
つき, また損失が拡大する｡ このプロセスがいま始まっている｡ しかも悪いことに, 石油高・
穀物高がひどくてスタグフレーションの状況になっている｡ 利下げをしたり量的金融緩和をし
たりすると, さらに投機マネーが石油や穀物に入ってくる｡ この背景には実体的根拠があるの
で, 結局, 利下げをすれば物価上昇を引き起こす｡ しかし, 利上げをして物価上昇を抑えよう
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いわゆる世界の覇権国システムというものを政治学の理論で認めるか認めないかは別にして,
歴史的みれば, 世界の中心国は軍事とエネルギーと通貨を握ってきた｡   世紀のイギリスの場
合には, 軍事は海軍力で, エネルギーは石炭, 技術は蒸気機関と綿織物工業, 通貨は金本位制
でポンド｡ これに取って代わったアメリカが, 軍事は空軍力, エネルギーは石油で, 技術はエ



























地方が  ％である｡ 国際比較してみると, 債務の   比が日本より高い国として, 中央政府




と, 地方財政全体のリスクという問題とに分けてみたい｡ 全体のリスクについては, 地方財政




夕張市の ｢財政破綻｣ と呼ばれる問題は, ｢不適正｣ な財務処理を行って債務不履行を起こ
しそうになり, 財政再建団体に陥った例である｡ そういう団体がどんどん出てきては困るとい
うことで,     年に ｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣ いわゆる地方財政健全化法
が制定された｡
夕張市では, 石炭から石油へという基幹エネルギーの転換によって炭鉱がすべて閉山したこ
とに伴って,     年代前半に最大で  万人いた人口が, 今では１万人に減っている｡ その過程
で, この  数年間, 地域再生のために手がけてきたのが観光開発である｡ 市は第三セクターを
作って事業を推進した｡ とくにバブル期には, 一種のモデル地区のようにいわれたこともある｡
ところがバブル崩壊以降, 第三セクターも民間のリゾート企業も赤字になった｡ 民間企業は基
本的に赤字になれば撤退する｡ だが, 市は撤退するホテルやスキー場を買い取ろうとした｡ そ
のために市債を発行しようとしたが, 財政状況が悪化していることを理由に北海道は認めなか
った｡ そのとき市は, 外郭団体に施設を買わせて, その際の銀行からの借入金に対する債務保
証を行った｡ そして, 借入金を返すための補助金を交付した｡ つまりこれは, 一種の隠れ借金
であった｡
また, 一時借入金という制度がある｡ これは長期的な借金である地方債とは異なり, 一時的
な資金繰りを調節するための借金であり, 年度内に返済される｡ 長期的な債務として残らない
はずだが, ここに問題が発生した｡ 夕張市は一時借入金で調達した資金を観光事業の会計に貸
し付けていた｡ 地方財政は３月末が年度末であるが, ４～５月は出納整理期間といって, 前年
度の残務整理を行っている｡ しかし同時に次の年度がもう始まっているので, 市は新年度の観






ただ, そのような処理にも限度があるので, 夕張市は    年夏に実態を公表し, 財政再建団
体――正確には, 地方財政再建促進特別措置法の定める ｢準用再建団体｣ ――になった｡ 市の
財政は, 国の監督下に入っており,   年間で   億円を返す財政再建計画を立てている｡ 先ほ
ど述べたように, 市の人口は１万人であり, 高齢化率も  ％を超えている｡ そのなかで, 公共




ないこと等である｡ 確かに, 市職員さえも, 給与の大幅削減等によって予想を超えて大量に退
職し, 市を去っている｡ ますます公共サービスは低下しており, 税金等も高い｡ これでは人口
流出がさらに深刻化する可能性がある｡
国や北海道は, すべての責任を ｢不適正｣ な財務処理を行った夕張市の過去の執行部に被せ
ている｡ 北海道は多少の負担を負っているが, 夕張市民に比べればリスクを分かち合ってはい
ない｡ また, 国は自らの財政再建を優先して, 国のエネルギー政策転換の補償金ともいえる旧
産炭地補助金や貧しい団体を助ける地方交付税をどんどん削減している｡
次に, 地方財政健全化法について考えてみたい｡ この法律では, 資金繰りや公債費負担の程
度を表す４つの指標――実質赤字比率, 連結実質赤字比率, 実質公債費比率および将来負担比
率――によって各団体の財政健全化度を評価して, 苦しくなってきたら財政健全化計画, もっ
と危なくなってきたら財政再生計画を作らせる｡ その際, 地方債発行を制限したり, 計画実施
について国が監督したりする｡ いま問題になっている公営事業, とくに病院, 国民健康保険な





ものである｡ これは, とにかく ｢指標改善｣ を最優先して何とか財政再生団体になりたくない
という意志表明である｡ この市に限らず, 他の団体もいわゆるリストラを急激に迫られる｡ こ
れが個別団体の抱えるリスクの現状である｡
地方財政全体のリスクについて, まずガソリン税の問題から述べたい｡ これについては従来,




が, それは新たな特定財源をつくり出すことになる｡ 国税のままであれば, 一般財源とは何に
使ってもよいのだから, 国債の発行減額に充ててもよいことになる｡ では, 真の改革とは何か｡
第１に, 道路建設を強いるような特定財源制度を廃止して, 一般財源に転換すべきである｡
現在ガソリンを消費することと, これから道路を建設しなければいけないという必要度は一致









教育や保健福祉のほうが大事ならば, そちらに使えばよい｡ 要するに, 特定財源制度の廃止は
地方財政自体の危機ではない｡














ば, 分権型税制は重要である｡ ガソリン税の改革は, 道路特定財源として守るか, それともガ
ソリンを安くするかという二者択一ではなく, 道路特定財源自体はやめるけれども, それは地
方税にするのが本来の途であり, 税率は下げる必要はない｡
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また, 地方財政におけるセーフティネットは, 基本的には地方交付税である｡ それ自体を整
備しておけば, 地方財政自体がつぶれることはない｡ 日本では公共部門に対する批判が強いも
のの, 収入の増加を図る必要はある｡ 財政指標が悪化した団体が財政再生団体になることを回
避するために各種指標の ｢改善｣ のみを自己目的化した財政運営を行うだけでは, 国の政策責
任のほうは曖昧にされる｡ また, 過疎団体は地元の就職口が少ないうえ, さらに公共サービス









現在, マスメディアを中心に, 食べ物のリスクについて様々な議論がされている｡ 本報告で

















い｡ 昨年 (    年) は不二家で賞味期限の切れたミルクを製造過程で使った事件が起きた｡ そ
してそれは, 不二家自体の経営危機までもたらした｡ 実はこの事件が起こる前から   の問
題, 鳥インフルエンザの問題などのようなグローバルな食の問題が日本でもかなりクローズア






ベースにすると  ％になっている｡ 『食育白書 (    年)』 によれば, たとえば米の消費量の低
下に対して小麦の消費量の増加が見られる｡ 小麦は日本でほとんど作っていないので, 日本の
食が外国からの輸入に大きく依存するような状態になっている｡ しかも, 日本の農業を見てい
くと, 農業生産はたいへん低い水準であり, 農業人口の高齢化が猛スピードで進んでいる｡ 日
本という国は自給率が低く, 脆弱な農業セクターを抱えているのである｡
そういう状況の中, 食料危機がグローバルな構造の中で起こっている｡ 日本でも知られるよ










る｡ たとえば個人の行動, 食のパターンを考えてみよう｡ 食の商品化, 個人化という現象が観
察される｡ まず, 食の外部化比率―レストランで食事をするだけでなく, ある一定程度調理さ
れたものをスーパーマーケットやデパートで買ってきて家で食べるということも含まれる―が
非常に高くなってきている｡ しかも, 食が個人化している｡ 昔はわりと家族が集まって食事を
することがあったが, 次第に子供も含め一人で食事をする, 一人で買って一人で食べることが
増えてきている｡
これがどういうことを意味しているか｡   年代,   年代,   年代は家族を通して食のリスク
をある一定程度マネージすることができた｡ しかし, 食の商品化, 個人化が進むと, 家族がリ
スクを処理する機関として全く役に立たなくなってくる｡ そういう構造変化が現在起きていて,
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その中で食の危機が言われていることに留意しなければならない｡
ところで, これに対して日本の政府は何もしていなかったわけではなく, いくつかの政策が
導入されている｡ まず最初に, 農業の構造改革があげられる｡   年代以降, たとえば小泉政権








作られた｡ それが 『   万人雇用創出プログラム』 で,     ～    年に取り入れられ, 自民党
の選挙の中心的な宣伝文句の一つにもなっていたのである｡ このプランには, 家事代行サービ




ではない｡ 庇護されるべき存在ではなく, 自立し, 市場をリードするような消費者を育てなけ
ればいけない｡ そこに国民生活センターなどが一定の役割を果たすべきである｣ という活動で
ある｡
ここで興味深いのは, 同時期に打ち出された政策, 健康日本  も構造改革の一環であり, そ
の一環として健康増進法が    年に成立された｡ この法律では ｢個人は健康づくりに一生懸命
取り組まなければいけない｡ そういう個人を応援するものとしての福祉政策なり医療政策なり
を作らなければいけない｣ と言われている｡ したがって, 厚生労働省は一生懸命健康づくりに
取り組む個人を応援する機関であるということになる｡ そして, そうした考え方が今度４月か
ら始まったメタボリック・シンドローム予防などの政策に表れているわけである｡









りして行われており, 特に学校や地域社会で行われている｡ 構造改革の文書には, この食育は
構造改革の一環として人間力を育成するための政策であるとはっきり書いてある｡ 人間力を持
った人とはどういう人なのかというと, 自立的に食べ物のリスクを処理することができる個人
である｡ すなわち, 食育とは, 食に関する知識を持っていて正しい食生活ができる人を育成す
る政策なのである｡
この法律が導入されてから, 学校の先生などは食育関係のプログラムを作らなければならな
いため, 業務が増え, 非常に忙しくなったとも一部で報道されているが, 学校では親子を集め
て調理実習なり栄養に関する知識を普及させるコースを始めるようになった｡ ここで一つ特徴
的なのは, この食育は  代,   代の母親をターゲットにしていることである｡   代,   代の母
親は食に関する知識がない｡ 正しい食生活ができない｡ 料理もできない｡ そういう母親を再教
育していかなければいけない｡ そのようなスタンスで, 非常に規律的な言説を振りまいていく
のが食育であると言える｡
以上のような食品の安全, 食育, 構造変革などを考えていくと, 立教大学内の工事現場に掲
げられていた垂れ幕にあった ｢安全は私が実行, みんなで確認｣ というスローガンと同じこと
が食の場合にも当てはまるようになってきていると言えるのではないだろうか｡ すなわち, 安
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述した政策をよく見ていくと, 政府はリスクコミュニケーションの役割をある程度忌避してし
まっていることがわかる｡ それゆえ, より根本的な問題, たとえば市場化が一層促進される中
での食品流通システムの規制や農業問題などについて, 効果的な政策が取られていない｡ 金子
報告で述べられているように, ある意味で国家戦略が非常に大事なところであるにもかかわら


















でに失われている｡ 数年前に石油価格が上昇を始めた時, 経済学者やエネルギー業界は, 石油
需要が減少し供給が大きく増加するだろうと断言した｡ しかし, 彼らの楽観論とは逆に, 昨年  月に米エネルギー省情報管理局が発表した短期エネルギー展望は, 現在の石油市場の特徴は,
増加する消費, 非    国による供給の伸び悩み, 備蓄の減少,     国での需要の増加で






影の銀行システムの崩壊, 多くの産油国の生産能力の低下などである｡ 同時に, 石炭および天
然ガスといった他の化石燃料の価格が急騰している｡ 全世界が消費するエネルギーの  ％以上





の増加に伴って進む温暖化である｡ 昨年の ｢気候変動に関する政府間パネル｣ の報告によれば,
気温が約２度上がると――これはほぼ避けられないことだが―全生物種の２～３割が絶滅する
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エネルギー効率の向上は確かにとても大事な路線だが, それだけでは不十分であるから, 炭素
税による温室効果ガスを排出するコストなどを付ける必要がある｡｡











準が上がってきている｡ さらに世界人口もかなり大幅に増加している｡     年までに, 世界の
人口に占める先進国の割合は現在の  ％ぐらいから  ％ぐらいまで低下すると予測されている｡
他方で, 途上国の人口は  億人程度から  億人程度まで増える｡ 彼らが消費するエネルギーの






という問題がある｡ クリーン化石燃料, たとえばクリーンコール, 安全な原子力の夢を追求す
ること以外のオプションがあり得るだろうか｡
答は ｢ある｣｡ 諸外国の政府はすでに持続可能なエネルギーの生産を始めている｡ 実際, 代
替エネルギーへの投資はこのところ急激に増加している｡ そして, その多くが地方経済の発展
を促しているのである｡
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このように大変に広い問題について, しかもすごいスペシャリストの方々がお話しになった
ので, どうして私はこんなにリスクの高い仕事を引き受けてしまったのだろうと思って, 非常













もしれません (笑い)｡ さて, さまざまに深刻な危機が進行しているという専門家のお話を聞
いた後で, 政治学者としていくつかのコメントをしたいと思います｡
第一は, 危機認識をめぐる社会的な格差の構造です｡ まず, 危機が起こるという情報が届い
ても, 危機感を抱く人と抱かない人がいます｡ すでに述べたように人間のタイプの違いもあり
ますが, 認識上の格差が構造的に生じます｡ さらに, 現実的な状況の格差があります｡ 危機状
況のただ中にいて困っている人と, そうではない人との間の格差です｡ 災害や戦争など, 大規
模な被害が生じると, 社会全体が危機に見舞われたように思えますが, その場合でも, 被害の
大きかった地域と小さかった地域, 被害に近い人々と被害から遠く離れている人々の間には,
状況の困難性, 情報の密度, 情報の解釈, したがって危機認識の切迫性に大きな違いが出てき
ます｡
そもそも, 自分の身に困ったことが起こらない限りは, 多くの人々は危機感を感じない｡ そ
れが普通です｡ けれどもそれ以上に, 危機的な状況についての情報が届けられても, 臭いもの











その結果, 深刻な問題が噴出しつつあるのに, それを訴える人々の声はかき消され, 政党政
治・裁判制度・メディア・学術研究などを通してもなかなか権力を動かせない, ということは,
よく起こります｡ こうした場合, 困っている人々とは, たいてい少数派や社会的弱者です｡ 権
力を持つ主流派ではない｡ これは国内社会にも国際社会にも言えることです｡
第二に, 危機というものへの ｢まなざし｣ です｡ 危機という言葉を使うときは, 現実が困っ
た状態に置かれている, あるいはそうした方向に向かっているという意味を含ませて使ってい
ますけれども, 実は, 危機は個々人にとっても社会にとってもマイナスとは限りません｡ 個々
人も社会も, 口では進歩や変革を叫んでも, 居心地がよい限りは, 現状を変えようとはしませ
ん｡ ですから, 現状を打破しなければ乗り越えられないほどの危機が来ると, それは, 改革に
着手し実行する最大のチャンスともなります｡ それまでは主流派から疎外されてきた傍流の人
々にとっては, 権力への新しい参加の機会がめぐってくるチャンスとなります｡ ということは,





れました｡ その背景には, 国家の外貨準備高が底をつき, 輸出して収入を稼ぎ出す魅力的な商
品はなく, しかも高い石油を輸入しなければならないという深刻な経済危機がありました｡ 経
済が悪くなると, 政治に対する強い不満が噴出します｡ 独立いらい政治権力の中心にあったイ
ンド国民会議派という, ガンディーやネルーの指導した政党は, 急速に議席を失い, 州政権だ
けでなく, 中央でも下野しました｡ 台風の目となったのは, ヒンドゥー右翼の運動で, それに
後押しされたインド人民党は大幅に躍進し,     年に最大多数党となり,     年に政権を樹立
しました｡ 要するに, 政治も経済もガタガタとなり, どこかに出口を探さなければならなかっ
た｡ そのような状況への苛立ちと暴力的な反動は,     年の核実験や翌年のカシミール紛争,    年と    年の反イスラーム暴動に現れました｡
このように, 深刻な危機は, 多くの人々を不安に陥れ, 攻撃的なナショナリズムの台頭やマ
イノリティの弾圧といった大きなマイナス面も引き起こしました｡ けれども, 危機感を抱いて,
エリートから民衆まで, 人々はがむしゃらに前進するしかなかったので, 精一杯, 持ち前の創
造力と行動力を引き出すことになりました｡ その結果, まだまだ貧困や社会的な矛盾は解決し
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てはいないのですが, 社会主義の閉幕いらい  年経ったインドは, ブラジル・ロシア・中国と
並んで  世紀の世界経済を牽引する国と評価されるようになりました｡ 貧困線以下の人口も減
少してきました｡ 経済成長のための全方位外交は, 国際社会での信用力を回復し, 安全保障に
ついても, アメリカがもっとも信頼するアジアの一国になっています｡
第三は, 少数派の危機認識を, より多くの人々の共有する危機認識に変え, 社会を変革して
いくためには, どのような政治が必要か, という点です｡ 古代ギリシアでソクラテスが語った
ように, 多くの人がゆったり暮らしていける民主主義ほど, どうしても安楽な方向に向いてし
まいます｡ 危機に向かい合って, 自らを変える努力などしたくない, という傾向が強い｡ です
から, せっかく問題に気付いた少数派の人々の声が支持を得て, 社会を変えられるのか, その
ために, どのように民主主義を動かすことができるのかが, 問われます｡ 国際社会のレベルで
も, 国家のレベルでも, 地域のレベルでもそうです｡ 民主化が進んだ世界では, これがどの国
でも重要な政治課題となっています｡
第四は, 危機を認識する主体が, 十分に説得力のある主張を, 知的に創造し発信していける
か, ということです｡ こうした役割を担うのは, 政治や経済の力を持つ人々のリーダーシップ,
メディア,    などの市民活動, 学術研究を担う者などです｡ 人々が不安・恐怖・絶望とい
ったマイナスの感情を抑え, 危機に打開するための合理的な選択肢を考慮するためには, 状況
を的確にとらえ, 状況を変えていく可能性を提示する, 合理的でわかりやすい議論が, 何より
も必要です｡ 市民社会とはしっかりと情報を理解し, 合理的な判断をする主体から構成されて
いるはずだからです｡
たとえば国際政治においては, 危機のもたらす最悪のシナリオは, 少数派の弾圧や虐殺, テ
ロや暴動, 不必要な戦争などですが, なぜそのような暴力が起こるかというと, 社会的な影響
力を持つ指導的な人々が民衆の恐怖を煽って, 命や暮らしを守るには ｢敵｣ を倒すしかない,
と多くの人々に思い込ませてしまうからです｡ ですから, 暴力の連鎖を解く鍵は, 不安や恐怖











私たちの社会が直面する ｢リスク｣ について ｢学際的｣ に考察するという本日のシンポジウ
ムの趣旨を踏まえて, 私は, ｢知のあり方｣ ｢課題への取り組み方｣ という視点から質問させて
いただきたいと思います｡ その点について, 報告者の方々からご意見をいただければ幸いです｡
本日の全体テーマは, ｢高まりつつある危機―経済と日常生活―｣ となっており, ｢危機｣ と
いう言葉が使われています｡ ４人の報告者のタイトルも, ｢リスク｣ や ｢セキュリティ｣ など
が鍵概念になっています｡ おそらく現代社会の直面する危機状況の根底には, こうした新しい
現象としての ｢リスク｣ への不安や, その反動としての ｢安全｣ への新たな関心があることを
如実に示しています｡
厳密にいうと, ｢リスク｣ は, 古典的な ｢危険｣ とは異なる概念です｡ 近年の ｢リスク社会｣
論議のきっかけとなったのは, ウーリッヒ・ベックの 『リスク社会』 (    ) という著作です｡
興味深いことに, この著作の日本語訳のタイトルは 『危険社会』 となっています｡ 日本語版の
訳者は, ｢リスク｣ という言葉がすでに経済学, 金融学の分野で特定の意味を持つ専門用語と
して定着しているので, やむを得ず, ｢危険｣ という訳語を選んだと記しています｡
しかし, ｢危険｣ の英語は      であり, ｢リスク｣ (   ) とは意味合いが異なります｡
ベックが 『リスク社会』 などで強調しているように, ｢危険｣ はある程度確実に予測ができる
ものであるのに対して, ｢リスク｣ は予測ができないというのが特徴であります｡ ｢危険｣ は,
その因果関係がある程度分かっていて, 予測や予防も可能であります｡ それに対して, 現在議
論されている ｢リスク｣ は, その発生のメカニズムや実態, 因果関係の把握が難しく, その予
測や予防が極めて困難であるという ｢不確実性｣ が大きな特徴です｡ だからこそ, いま新たな
問題として議論されている訳です｡
今日の報告で取り上げられたアメリカ経済のサブプライム問題, 食の安全, 地球温暖化など
の諸問題はまさにそのような ｢リスク社会｣ の典型的な事例ともいえます｡ こうした問題群の
共通した特徴の一つは, 金子先生がいみじくも指摘されましたように, ｢専門家でもよく分か
らない｣ という点にあります｡ ｢従来の意味での狭い専門家はむしろよく分からない｣ といっ
た方がいいかも知れません｡
これらの問題は, その空間的スケールがあまり大きすぎたり, 小さすぎるために, その実態
や展望がよく分かりません｡ たとえば, サブプライムの問題は規模が大きすぎて, 構造や解決
策の把握すら困難です｡ その反面, 遺伝子操作やナノテクノロジーなどの問題は, 分子以下の
レベルが対象なので, ますます未知の領域になります｡ また, 時間的にも, タイムスパンが長
すぎたり, また短すぎるために, 私たちの把握や認識を困難にします｡ たとえば, 地球温暖化
問題はあまりにもゆっくり進む現象なので, なかなか客観的な測定が難しくなります｡ その一
方, 世界的な金融危機などは, そのスピードが速すぎて, 従来の枠組みがついていけないこと
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が背景にあります｡
したがって, こうした ｢リスク社会｣ をめぐる議論は, これらの不確実性の高い問題群に対
して, 私たち市民がどのように認識し, 対応していくかという問題になり, 私たち社会のあり
方, 政策決定の仕方, ひいては民主主義の問題などに発展していく傾向にあります｡ 従来の意
味での専門家でも分からない現象であり, 技術的専門性による機械的選択の問題ではなく, 常
に多面性, 両面性, 不確実性を持つ新しい現象, 技術などに対して, 市民的観点・価値観から





社会や市民との関係という次元を取り入れた, 新たな ｢知 (学問) のあり方｣ が求められてい
るのではないでしょうか｡
高まりつつある危機―経済と日常生活―    
